
医師不足・偏在の解消に向けた
「地域医療を担う医師の確保を目指す知事の会」の
取組について
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令和３年８月26日
第19回 全国病院事業管理者・事務責任者会議 講演資料
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本日の講演内容

１ 岩手の地域医療

２ 岩手の新型コロナウイルス感染症への対応状況

３ 岩手の医療政策(医師確保関連)

４ 「地域医療を担う医師の確保を目指す知事の会」
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◯ 総面積 約15,275ｋ㎡

※ 埼玉県＋千葉県＋東京都＋神奈川県の
合計(13,565ｋ㎡)より広い！

◯ 市町村数 33市町村 (14市・15町・4村)

◯ 人口 1,199,489人
(令和3年7月１日現在)

※ 高齢化率(65歳以上の人口) 33.1%
(令和元年10月１日現在、全国第８位

内閣府令和3年版高齢社会白書より) 約122km

約189km

１ 岩手の地域医療

【岩手県イメージキャラクター】

(1) 岩手県のあらまし
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１ 岩手の地域医療

地域診療センター（診療所）

二次保健医療圏の基幹病院

地域病院

精神科病院

県立病院を利用する病院患者…

入院患者の約26％、外来患者の約38％

県立病院の病床数…
全病床数の約30％ (全国平均 約3％)

県立病院の数…全国第１位

(県立20病院、６診療所）

中央

釜石

久慈

宮古

大船渡

磐井

胆沢

中部

二戸

【出典 : R1医療施設調査、病床機能報告、病院報告より】

(2) 岩手県の二次医療圏及び県立病院の状況
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◯ 岩手医科大学と県立病院、市町村立病院・
診療所が連携した医療提供体制を構築

１ 岩手の地域医療

【岩手医科大学附属病院】

(3) 岩手県の公的医療ネットワーク

【県立病院】

【市町村立病院・診療所】

高度専門医療

二次救急・専門医療

一次救急・初期診療
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２ 岩手の新型コロナウイルス感染症への対応状況

(1) 岩手県の新規感染者数の推移（R2.7.1～R3.8.24）
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11/12 高齢者施設等のク
ラスター発生など43人の
感染を確認

第３波 第４波

第５波

7/29 岩手県で最
初の感染を確認

第２波

8/12 岩手県独自の緊急事態宣言を発令

8/23 国に対しまん延防止等重
点措置の適用を要請

8/20 全国で過去最大の25,877人の
感染を確認（岩手県でも過去最多の
63人の感染を確認）

感染者数（全国） 感染者数（岩手）
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いわて感染制御支援チーム（ICAT)の活動
・ 東日本大震災津波をきっかけに、全国で初めて設置
・ 新型コロナウイルス感染症への対応においては、
防護服着脱訓練、感染予防対策研修を実施

いわて医療福祉施設等クラスター制御タスクフォースの設置
・ 感染制御班（ICAT）と医療搬送班（DMAT）により構成
・ クラスター発生時における、関係機関の連携体制に関する研修会を実施

【防護具着脱訓練】

【クラスター発生施設での対応】 【研修会の開催】

(2) 岩手県における感染対策の取組

２ 岩手の新型コロナウイルス感染症への対応状況
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「ワクチン接種・市町村支援チーム」の設置

➡ 民間医療機関と公的医療ネットワークの連携により、市町村の接種体制を
迅速に整備！

【県集団接種会場】

２ 岩手の新型コロナウイルス感染症への対応状況

(3) 岩手県におけるワクチン接種体制の特長

・医師会・歯科医師会と連携したワクチン接種従事者確保や広域的な派遣調整

県による集団接種会場の設置
・特に接種対象者が多い市町村向けに設置

接種回数 県内の状況
１回目 ２回目

計 1,114,129 612,182 501,947

県内接種対象者中(12歳以上)、
１回目接種…55.2％
２回目接種…45.2％ が終了

【岩手県内におけるワクチン接種状況 (令和３年８月24日時点)】

(岩手県では、歯科医師もワクチン接種に従事)
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県立病院を核とした、市町村立病院・診療所による

公的医療機関ネットワーク

２ 岩手の新型コロナウイルス感染症への対応状況

(4) 新型コロナウイルス感染症への対応のまとめ

➡ 岩手県の新型コロナウイルス感染症対応における

迅速な体制整備を可能に！

地域医療における公立病院の重要性を再認識

・岩手医科大学附属病院 (感染制御等)
・岩手県医師会・歯科医師会等を通じた民間病院・開業医
との連携 (ワクチン接種医師の確保等)

＋
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医療施設に従事している医師数は「増加傾向」

人口10万対の医師数は全国順位41位であり、全国との格差は「拡大」

全国との差

「約24人」

（人） 全国平均

岩手県

全国との差

「約45人」
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３ 岩手の医療政策(医師確保関連)

(1) 岩手県の医師数の状況
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３ 岩手の医療政策(医師確保関連)

(R元.2.19 岩手日報)

医師不足や医師偏在の解消が、
岩手県としての最重要課題の一つ
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Ⅰ 医師不足になると患者の診療機会が失われる
◆ 受診のために時間的・経済的コスト
◆ 受診をあきらめる可能性も

① 医療需要は市場原理のみに基づくと満たされない

Ⅱ 医師不足になると病院が成り立たなくなる
◆ 勤務医の勤務環境悪化による離職の連鎖

医師不足の悪循環
◆ 医師の充足を前提とした経営計画の行き詰まり

➡ 地域医療崩壊の危機に！

国・自治体の関与による偏在対策が必要

３ 岩手の医療政策(医師確保関連)

(2) 医師の地域偏在対策の必要性
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「まち・ひと・しごと創生戦略」(2020改訂版)
（令和2年12月21日閣議決定）

【基本目標４】

「ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる」

◆ 誰もが住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最後まで
続けられるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に
提供される地域包括ケアシステムの構築を進める。

◆ その際、医療・介護サービスは、都市機能、日常生活サービス機能の
重要な要素

地方創生を実現するためには地域医療の確保は不可欠

３ 岩手の医療政策(医師確保関連)

② 地域医療なくして地方創生なし

(2) 医師の地域偏在対策の必要性



➡ 住民がその居住する地域で、必要なときに適切な医療を受けられることが、
地域における医療のあるべき姿

偏在解消により地方自治を支える地域医療の確保

日本国憲法

第十三条 すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する
国民の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上
で、最大の尊重を必要とする。

第二十五条 すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。
２ 国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上

及び増進に努めなければならない。

地方自治法

第一条の二 地方公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを基本として、

地域における行政を自主的かつ総合的に実施する役割を広く担うものとする。

３ 岩手の医療政策(医師確保関連)

③ 地域医療なくして地方自治なし

(2) 医師の地域偏在対策の必要性

14



区 分 大学の学納金 修学資金の額 実質負担額

初年度 900万円 850万円
（入学金等410万円含む）

50万円

次年度以降(毎年度) 500万円 440万円 60万円

6年間 合計 3,400万円 3,050万円 350万円

① 岩手県医師修学資金（岩手医大地域枠Ａ、15名）

② 医療局医師奨学資金（15名）
③ 市町村医師養成修学資金 (25名)

国立大学並みの負担額

３ 岩手の医療政策(医師確保関連)

貸付金額・貸付人数(H20~、計645名)とも全国有数の奨学金制度

(3) 岩手県の医師確保の取組

15



３ 岩手の医療政策(医師確保関連)

県民総参加型の地域医療体制づくり
(「県民みんなで支える岩手の地域医療推進会議」設置 (H20～))

全国初！

16



「地域医療基本法」（仮称）の提唱

地域医療再生シンポジウムの開催

県HPにプレゼン動画を公開

３ 岩手の医療政策(医師確保関連)

17
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◆ 都道府県を越えた医師の派遣調整に必要な支援を行うこと
としているが、具体性なし

➡ 国の主体的な関与による偏在是正の仕組みが必要

① 都道府県主体の偏在対策の限界

◆ 医師の養成・確保に多額の財源投入

➡ 地域医療介護総合確保基金、交付税措置の見直し等が必要

③ 医師不足地域への財政支援が弱い

◆ 骨太の方針（2018）「将来的な医学部定員の減員に向け、
医師養成数の方針について検討する」

◆ 国の推計では、将来的に医師不足となる地域あり

➡ 少なくとも医師少数県には、臨時定員増の維持等が必要

② 今後の医学部定員の動向が不透明

(4) 現在の医師確保・国の医師偏在対策の問題点

３ 岩手の医療政策(医師確保関連)



19【知事の会発足式(令和２年１月31日)】

４「地域医療を担う医師の確保を目指す知事の会」

(1) 「知事の会」の設立
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医師少数県

４「地域医療を担う医師の確保を目指す知事の会」

■：医師偏在指標が上位33.3%以上の都道府県 ■：医師偏在指標が下位33.3％以上、上位33.3％未満の都道府県
■：医師偏在指標が下位33.3%未満の都道府県

医師偏在指標（出典：R2.2厚生労働省）
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医師不足の解消、偏在是正に向けた
◆ 国への政策提言
◆ 医療関係者・行政関係者の理解促進
◆ 国民の機運醸成

各県の取組・課題を
知事の会で共有・連携し
強力に医師確保を推進！

青森県・岩手県・福島県・新潟県
長野県・静岡県・秋田県・山形県
茨城県・群馬県・栃木県・宮崎県

４「地域医療を担う医師の確保を目指す知事の会」



【令和３年度 知事の会提言決議(令和３年６月９日)】

22

４「地域医療を担う医師の確保を目指す知事の会」

(2) 「知事の会」の提言
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１．医師をはじめとする医療従事者の養成・確保
(1) 大学医学部における医師の養成体制の強化
(2) 新型コロナウイルス感染症などの新たな感染症に備えた医療従事者の

養成・確保

２．医師の地域偏在解消に向けた臨床研修制度の見直し

３．医師の地域偏在解消に向けた実効性を伴う専門研修の
仕組みの創設

４．医師の地域偏在解消のための仕組みづくり

５．医師の働き方改革と医師確保・偏在対策の一体的な推進

６．医師確保対策等への強力な財政支援

４「地域医療を担う医師の確保を目指す知事の会」

(2) 「知事の会」の提言
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提言項目１ 医師をはじめとする医療従事者の養成・確保
(1) 大学医学部における医師の養成体制の強化
① 臨時定員増の延長、恒久化及び医学部の定員増
② 国が検討を進めている、恒久定員内の地域枠の設定割合(5割)を要件に臨時定員増を認める

制度の見直しと柔軟な運用の提言

【現状と課題】

医師の絶対数が不足している医師少数県において、地域医療を安定的に
確保するために医学部定員増（地域枠）の維持・恒久化は必要不可欠

◆ 医学部臨時定員増は令和4年度までの措置とし、令和５年度以降は将来的な医学部定員の
減員に向けて検討し、恒久定員内に地域枠を設定しても医師が不足する場合のみ、臨時
定員の設定を認める方向

◆ 偏在解消の取組が進んだ場合でも、岩手県は令和18年度で474人の医師不足が生じる見通し

➡ 少なくとも、医学部定員増の継続、ひいては医学部定員の恒久化が必要

➡地域枠の設定状況によらず、臨時定員を認めることが必要

R18時点の必要医師数（Ａ） R18時点の供給推計（Ｂ） 不足医師数（Ａ－Ｂ）

3,303人 2,829人 474人

※出典：医師需給分科会第４次中間とりまとめ

【岩手県における偏在解消の取組が進んだ場合(上位実績ベース)の医師不足の状況】

４「地域医療を担う医師の確保を目指す知事の会」
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【現状と課題】

◆ 臨床研修医は県内への定着率が高く、

医師少数県では臨床研修医の確保が重要

➡ 現行の臨床研修制度の構造的な問題のため、

都市部に臨床研修医が集中

提言項目２ 医師の地域偏在解消に向けた臨床研修制度の見直し
◯ 臨床研修医の都市部への集中是正のため、大都市圏における臨床研修医採用数の激変
緩和措置の撤廃 ほか

４「地域医療を担う医師の確保を目指す知事の会」

大都市部における臨床研修医採用数の激変緩和措置の撤廃により、研修医が
地域に流れる仕組みが必要

【Ｒ３年度募集定員と研修対象者数イメージ】

欠員

定員ギャップ

研修対象者より募集定員が多いため、

より指導環境の充実した都市部に臨床研修医が集まり、

地方には臨床研修医が流れてこない！
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【現状と課題】

◆ 激変緩和措置のため、シーリングによる都市部の専攻医の減員が進んでいない

◆ 地方は指導医の不足により、十分な募集定員が設定できない状態

➡ 激変緩和措置廃止と都市部から指導医派遣等による地方の受入体制強化
が必要

提言項目３ 医師の地域偏在解消に向けた実効性を伴う専門研修の仕組みの創設
① 専攻医募集定員の厳格なシーリングの実施
② 地方の指導環境の充実のため、都市部の医療機関が医師少数県に指導医を派遣する制度創設

ほか

４「地域医療を担う医師の確保を目指す知事の会」

専攻医のシーリングの厳格化や地域の専攻医の受入体制の強化により、
地方に専攻医が流れる仕組みづくりを強化

医師少数県(地方) 都市部の都道府県

【指導医派遣の仕組みのイメージ】

指導医

① 厳格なシーリング

③派遣病院への定員枠の付与
（※インセンティブの例）

国

②指導医の派遣

※一定期間(５年程度)
のレンタル派遣

（一定期間後）
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◆ 医師少数区域で勤務した医師を評価する制度施行（R2.4.1施行）

・医師少数区域等における６か月の勤務経験を厚生労働大臣が評価・認定し、

・地域医療支援病院の管理者は、認定医師である必要あり

➡ 一方、医療機関に占める地域医療支援病院の割合は、わずか7％

病院総数…医療施設調査（R3.5月末現在）、地域医療支援病院数…厚労省資料（H30.12現在）

地域医療支援病院のみでは対象が限定的であり、医師偏在対策の
実効性に懸念があることから、全ての病院への拡大が必要

提言項目４ 医師の地域偏在解消のための仕組みづくり
◯ 医師少数区域での勤務経験の管理者要件化の全病院への拡大 ほか

【現状と課題】

病院数（A） 地域医療
支援病院（B）

割合
（B/A）

全国 8,216 607 7.4%

岩手県 92 ６ 6.5%

【地域医療支援病院の状況】

４「地域医療を担う医師の確保を目指す知事の会」
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提言項目５ 医師の働き方改革と医師確保・偏在対策の一体的な推進
① 地方における医師確保・偏在対策の進展を前提とした、医師の働き方改革の推進
② 2024年度の時間外労働上限規制の適用後の地方における医師の働き方改革に資する診療
報酬の加算(地域医療提供体制確保加算)や地域医療勤務環境改善体制整備事業の継続

【2040年を展望した医療提供体制の改革】
（出典：厚生労働省HP）

三位一体改革の中でも医師確保・偏在是正対策の優先的な取組が必要

４「地域医療を担う医師の確保を目指す知事の会」

【現状と課題】

◆ 国は、2040年を展望し、
「地域医療構想」「医師・医療従事者の働き方改革」
「医師偏在対策」を三位一体で推進

➡ 地域医療確保暫定特例水準等の加算等、地域医療に対して

一定の配慮があるものの、医師確保が進まないまま、

医師の働き方改革のみを進めると、

地域医療に大きな影響を与える恐れ



提言項目６ 医師確保対策への強力な財政支援
◯ 地域医療介護総合確保基金の区分間の流用による、地域の実情に即した医師確保対策の財源
確保 ほか

【現状と課題】
◆ 厚生労働省の医師確保計画策定ガイドライン

「医師少数県、医師少数区域の医師確保の取組に地域医療介護総合確保基金が重点的に用いるべき」

➡ 国は、令和3年3月、医師少数県・医師少数区域に基金を優先配分する方針を明示

➡ 一方で、基金は「区分Ⅰ：医療機関の施設設備整備に関する事業」に重点配分され、

「区分Ⅳ：医療従事者の確保に関する事業」は財源不足
また、区分間の流用も不可能

医師少数県が医師確保計画に基づく対策に取り組むための基金の十分な
確保と柔軟な運用が極めて重要

29

※岩手県では、区分Ⅳの配分のうち医師確保対策に優先的に充当してもなお不足

要望額 配分額 不足額

岩手県 6.1億円 5.4億円 0.7億円

【地域医療介護総合確保基金（医療分）の区分】

区分間流用は不可

区
分

Ⅰ-1 Ⅰ-2 Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ

医療機関
の施設又
は設備の

整備

ｰ ｰ ｰ
医療従事
者の確保

ｰ ｰ

４「地域医療を担う医師の確保を目指す知事の会」

【地域医療介護総合確保基金の配分額の状況】



【丹羽文部科学副大臣、山本厚生労働副大臣への提言活動 (令和３年７月21日)】

① 国への提言活動
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【橋本前厚生労働副大臣への提言活動 (令和２年８月７日)】

４「地域医療を担う医師の確保を目指す知事の会」

(3) 「知事の会」の活動と成果



② 自民党「医師養成の過程からの医師偏在是正を求める議員
連盟」との連携

■ 「医師養成の過程からの医師偏在是正を求める議員連盟」総会において、
知事の会の提言内容を説明
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【令和２年８月７日 第８回総会】 【令和３年６月15日 第10回総会】

４「地域医療を担う医師の確保を目指す知事の会」

(3) 「知事の会」の活動と成果



知事の会の提言項目 国等における提言内容を踏まえた動向

１ 医師をはじめとする医療従事者の養成確保

(1) 大学医学部における医師の養成体制の強化 ◯ 令和４年度まで、現行の医学部臨時定員増
を維持することを決定

(2) 新型コロナウイルス感染症等の新たな感染症
に備えた医療従事者の養成・確保

〇 医師・看護師等の医療人材の確保に向け、
厚生労働省がKey-Netを開設し運営。

〇 地方におけるクラスター発生時に、国がク
ラスター対策班を派遣

２ 医師の地域偏在解消に向けた臨床研修制度

の見直し

〇 知事の会の提言が、国の医道審議会（医師
分科会医師臨床研修部会）の資料として提出。

〇「臨床研修における地域医療研修の期間拡
大」について、国が調査研究を実施

３ 医師の地域偏在解消に向けた実効性を伴う

専門研修の仕組みの創設

◯ 日本専門医機構において、専門医の更新時
に多様な地域での勤務経験に対するインセン
ティブ付与について検討開始

４ 医師の地域偏在解消のための仕組み作り （現時点では明確な動きなし）

５ 医師の働き方改革と医師確保・偏在対策

一体的な推進

（現時点では明確な動きなし）

６ 医師確保対策への強力な財政支援 ◯ 地域医療介護総合確保基金の令和３年度配
分方針に「医師少数県及び医師少数区域を有
する都道府県に対する配分額を加算」を明記
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４「地域医療を担う医師の確保を目指す知事の会」
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ご清聴、
ありがとうございました。


